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「日系自動車製造業企業の環境対応新工場戦略」 
 

名古屋工業大学 竹野忠弘 

 

１．研究課題：グローカル連携戦略展開にむけ

たグローバル戦略分析 

１－１．研究の目的：加工製造業事業機会の明確化 

本報告研究の目的は、自動車メーカーのメキ

シコにおける新工場投資の事例から、その背景

にある自動車メーカーのグローバル経営戦略の

動向、すなわちトランスナショナル戦略、グロ

ーバル販売製造戦略、ＴＮＧＡ・新アーキテク

チャ戦略という 3つの側面について明らかにし、

これとの連携による、ローカル中小加工製造業

企業のグローカル「連携」戦略の方向性を検討

する。 

１－２．環境政策・規制対応工場としての「トラン

スナショナル」戦略の展開 

ここで事例として取り上げる、自動車メーカ

ーのメキシコ新工場投資について、新聞紙上で

は、「従来の環境対応車という製品開発から環境

対応工場という製造技術への」と環境対応戦略

の展開事例として紹介されている 1。 

多国籍企業論として評価すれば、現地国政府

を主体とする「環境政策・規制」という「ナシ

ョナル要因（nationality）」に対応戦略として、

いわゆる「トランスナショナル戦略 2」の展開

事例と評価できる。すなわち、ここでの自動車

メーカーのメキシコ新工場投資の事例は、環境

車（ハイブリッド車ならびにプラグイン・ハイ

ブリッド車）向け製品技術を環境工場の環境設

                                                
1 「トヨタ、中国・メキシコに新工場建設」日刊工業新聞

2015年 4月 6日付。 

2 C.A.Bartlett,S.Ghoshal(1998), ‘Managing Across 

Boarders: the transnational solution’, Harvard 

Business Review Press. 

備向けの製造技術に展開した事例として、現地

の政策・規制としてのナショナル要因である環

境政策に対応して改良・変容とした戦略事例と

して「トランスナショナル」戦略として評価さ

れる。 

１－３．グローバル戦略の展開 

日系自動車メーカーの多国籍企業戦略は、原

則的に地域・国別の市場にむけて、市場国・地

域現地で組立生産するという市場と生産拠点の

組み合わせとして展開してきた。すなわち、地

域別の市場販売動向に応じて、地域を構成する

各国間での完成車の組立生産や部品製造を分担

し相互補完的に供給しあう体制づくりを戦略の

基本としてグローバル戦略を展開してきた。 

ここで扱うメキシコ第２工場への工場投資

もこのグローバル生産戦略の原則に対応してい

る。すなわち、４ＷＤの大型商用車を軸とする

北米地域において、小型乗用車需要をみたすに

拠点として、同メキシコ第２工場は、位置づけ

られている。具体的には、地域戦略上、カロー

ラ系小型乗用車ならびにこれとハイブリッド・

プリウス乗用車の生産拠点として、米国内１工

場分に相当する規模の生産題するを持つ拠点と

位置付けられている。 

１－４．製品・自動車設計のモジュール化 

今回のメキシコ第２工場の工場投資戦略は、

多国籍企業戦略論としての「トランスナショナ

ル戦略」や「グローバル戦略」としての位相に

加えて、自動車製品のあらたな「製品設計構造

（アーキテクチャ）」展開に対応した事例として

注目される。 

すなわち、このメキシコ第２工場は、自動車

の製品構造設計を、従来のインテグラル型から
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モジュール型へ転換するグローバル戦略である、

「ＴＮＧＡ（Toyota New Global Architecture）」、

トヨタ・新グローバル・アーキテクチャ戦略上

の新拠点をなしている。すなわち、ＴＮＧＡ戦

略においては、製品設計構造を、①小型２グル

ープ、②中型車、③大型・商用車の４つの類型

に、パワートレイン 3＝プラットフォームを集

約化する。 

こうしたアーキテクチャの４つのプラット

フォームを軸とする集約化は、プラットフォー

ムを中心に部品の共有・共通化を図りながらも、

モジュールの組み合わせによって多様性を保持

しながら、完成車設計コストや製造コストの削

減を図ろうとするものである。 

理屈の上では、その組み合わせによって車

種・モデルの多様化を実現できるので、「モジュ

ール」ごとに「規模の経済性」によるコスト節

約を、同時に図ることができるというメリット

をもつ。 

従来の生産方式では、地域ごとのさまざまな

自然環境や、政策・規制などの自動車の外的利

用条件が多用であることに対応するために、車

種ごとに「インテグラル」な製品設計構造をも

ってきた。車種ごとにねじ１本までの開発がな

され、販売・開発・組立組付・部品加工間をデ

ザインレビュー・やりとりによって連携させな

がら設計活動は展開されてきた。単に販売・営

業部門の市場予測に基づく設計案をそのままに

製造に下していくのではなく、製造から逆にレ

ビューしてやり取りすることで、市場でも受け

入れられる・品質と、製造においても低製造原

価とを車種ごと設計製造してきた。 

                                                
3 エンジンの仕様を軸に、駆動系・伝動系・懸架系・車輪

をワンセットにした部品群からなる。従来は車台フレーム

にエンジンが載せられるなど構成部品が組付けられる構

造であった。現在は主に、車台フレームレスのモノコック

構造となっている。したがって、キャビンの底板に直接に

車輪が装着され、エンジンから車輪までシャフトによって

伝動するしくみとなっている。フラットフォームというと

同一のトレイや土台の上に部品がマウントされている構

造を思い浮かべる。自動車の場合、プラットフォームは部

品群の組み合わせリストとなる。 

１－５．グローカル連携への懸念 

中小加工ローカル企業によるグローバル企

業とのグローカル「連携」は、取引数量に格差

のある巨大企業としての多国籍企業との取引と

して、不利益が懸念されてきた。さらには、一

連の製造工程における最後方の後工程を握りか

つ製品の仕様や需要を決定する位置にあり製造

工程全体を統合する企業との取引としてから、

中小企業側にとって、規模企業との「連携」は、

いわゆる「下請け」的な「経済関係＝価格取引

関係」、不利益な事業機会と理解されてきた 4。 

大企業と同じ製造業であるにも関わらず、中

小製造業企業は、①取引規模が小さいという経

済的な条件に劣ること、②最終財ではなく部品

の生産加工としているために最終市場の価格形

成からとおいことなどから、企業間取引におい

ては大規模・メーカーに対して経済学・取引学

上本来不利な位置に置かれると考えられている。 

したがって、こうした不利な取引にはいるこ

とになるような「連携」をするよりは、独自の

商品開発を図り、むしろ大企業とは競争するこ

とが経営上有効と考えられてきた。すなわち、

日本の産業政策 5においても、地域ごとの異業

種交流、地域特産品奨励などの産業集積支援政

策、大学ＴＬＯによる移転先端技術新商品開発

促進などにおいては、最終的には独自ブランド

の商品をともあれ開発することが目標とされて

きた。 

さらには、大企業とはいえ、かつては中小企

業からスタートしたものであること、それがヒ

ット商品＝イノベーティブな製品を開発できば

メーカーに転ずることができることが中小企業

白書等でも提起されてきた。近年では、特に情

報通信技術分野では、アナログな製造技術集積

や製造活動そのものを外部に依存することがで

                                                
4メーカーは一般的に「value chain（価値付加活動の連鎖）」

における、こうした位置づけに対応して「オーケストレー

ター戦略」を展開する。グロービス編（1999）『MBA経営戦

略』ダイヤモンド社. 
5 拙稿（2002）「中京圏の産業集積とグローバルニッチ」『名

古屋工業大学紀要』． 
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きるので、量産の設備は人員・人材の育成も不

要、さらにインターネット販売によれば営業も

販売も不要なために、詰まるところ取引価値の

ある新商品を数字の上で考案することが中小企

業戦略と考えられるようになっている。 

経済学的・取引論的な産業政策論や経営戦略

論では、製造業経営の現実（例えば製造原価構

成における直間比率）や製造工程作業改善にそ

って経営戦略をかんがえたり、さらにそこから

技術、最終商品の供給者である大規模企業、さ

らにはグローバル・多国籍企業との「連携」を

図る戦略を模索したりすることからは外れてし

まうことになる。 

１－７．中小製造企業の製品開発後の量産体制と営

業難 

中小加工製造業の経営にとって、一般的に提

起されるような新製品開発戦略は、①販売先顧

客の新規開拓難、②営業費用割合が小さい管理

会計構造 6＝手持ち販売網不足、③新製品の加

工・組立の量産体制構築難 7等の事情から、仮

に製品企画や仕様が優れたものであっても、ま

た資金がえられても販路開拓経費を新規に計上

しなければならず困難である。 

また同じく「ものづくり」産業ながらも、大

規模「グローバル企業＝組立販売工程を担う大

規模販売・製造企業」と「ローカル企業＝中小

規模で加工製造事業展開をする企業」とでは、

「製品開発と量産組立・設備技術」対「少量柔

軟な組立と同加工技術開発・製造技術」という

相違がある。仮に販路が得られたとしても、量

産設備の導入や人員管理や人材育成など量産体

制の確保、いわゆる技術経営戦略のレトリック 8

における「死の谷」越えに時間と経費などが必

                                                
6 中小企業庁編『（平成 14年度調査）中小企業の原価指標』

中小企業診断協会、平成 15年 4月。 

7  一方で少額ながら設備での量産が可能な小物部品に

より一定の利益を確保し、他方で量産になじまず割高にな

るが、そのための設備投資や設備余剰に関わる経費よりは

安く少量逸品で加工や組立で不定期ながら付加価値を確

保するという採算構造による。 
8 出川通（2004）『技術経営の考え方』光文社新書. 

要となる。 

総じて販路も量産体制も自社の中にすでに

確保されている大手メーカーならば、新製品の

使用「価値」の考案により取引価値を高める経

済的・取引問題にのみ執心していればよいが、

企業数の 9割強をしめる中小企業経営実務には、

加えて販路の確保、購買原価削減、生産効率の

改善による製造原価などの「費用」をかけて取

り組まなければならない問題が商品の開発以前

にある。 

１－８．中小製造企業の補完機能と「連携」事業 

大規模グローバル企業側では、現場における

改善・改良による「もうけ」の源泉が、量産に

よる「規模の経済性（scale-merit）」である。 

これに対して、中小加工製造ローカル企業側

では、「範囲の経済性（scope-merit：産業や製

品横断的に広範囲に加工などの技術や事業展開

をすることによるメリット）」にある。取引学上、

同じ「生産者」ながら、「もうけ」の源泉は異な

る。その相違に基づく補完関係が中小製造業の

存在理由であり 9、さらに本研究が関心を払う

グローバル「連携」戦略の根拠でもある。 

グローバル・メーカー、大規模企業は量販を

基盤に「規模の経済性」に利益の源泉を置く。

したがって「設備の稼働率の向上」にむけて、

投入材料や燃料を効率的に投入する品質管理・

設備管理や段取り替え回数や段取り替え時間を

減らす作業改善に励む一方で、そもそも量産に

なじまない少量品を逸品の加工や製造を外注し

て加工ロットの大きさを一定以上に保とうとす

る。すなわち高速の設備財で加工したりするに

は、段取り替えなしで連続して加工できる数量

がそのもの少量のものばかりでなく、同加工数

量の変動が激しいものや予測できないものは、

不向きである。 

したがって、①こまめな段取りによる生産の

                                                
9末岡俊二（1994）『下請中小工業研究－日本型ロンバス構

造－』文眞堂は、市場独占による円錐構造を展開するメー

カーに対して、希少技術による逆円錐構造を展開する中小

（中堅）企業が相互的に結合する構造を指摘。 
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中断や段取り替えによる機会損失、②段取り替

えそのものに要する費用、③場合によっては作

業者・工数の新規追加費用、④さらには新規設

備投資費用を合計した経費以下であれば、仮に

一個当たりが通常の量産品よりも高額であって

も外注に出される。 

このことを中小製造業企業側からみれば、提

示された価格と数量を、①手持ちの道具（例え

ば「ポケット」に収まる工具 10）や技能者人材

および小規模設備で加工・組立し、さらに②短

納期でフレキシブルに供給 11できるのであれば、

高付加価値事業のチャンスとできる。 

経済学・取引学的に解釈すれば、供給側の希

少性をたかめたことによって価値・価格が生ま

れたということになるが、経営戦略上の課題は

取引に用いることができるほどに自社の技術の

希少性を市場に受け入れられる価格の範囲内の

「原価＋回収利益」で供給できる算段・製造能

力 12を構築する戦略の方向付けと方法を検討す

うことである。 

ローカル中小製造業企業の経営戦略におい

ては、新製品商品開発そのものよりも、①グロ

ーバル大企業が展開する販売・製造からなるグ

ローバル経営戦略の動向を分析し、②そこでの

新規の製造工程の中から外注が予測される事業

を特定化し、③「一定品質、低原価、短納期」

でフレキシブルに供給できる製造能力の構築が

課題となる。 

                                                
10 清田茂男（2010）『「世界一の町工場」オヤジの哲学 愚

直に勝る天才なし』講談社. 
11 梅原勝彦（2011）『日本でいちばんの町工場』日本実業

出版． 
12 算段・製造能力とは、①製造原価について供給者が認識

していること（＝買い手の言い値で商売しないこと）、②

そしてメーカーの量産ラインにおける一個づくり製造原

価よりも、2桁低い原価で生産し 1桁低い価格で供給でき

ることである。 

２．日系自動車メーカーの多国籍企業戦略の変

遷 

２－１．海外直接投資論としての米国企業の多国籍

企業戦略の展開 

多国籍企業論は、「united states＝statesの

連合体」内部の特定の stateに登記された、米

国系企業が、まずは通貨を共通にしているが法

的な環境を異にする state、場合によっては時

差のある stateに跨って inter-stateに州際事

業活動を展開してきた活動の論理を、隣国のカ

ナダや欧州各国などの Nation State に跨る

inter/multi-nationalな企業活動として、①ど

のような「形態（販売代理店、販売営業拠点進

出、工場建設・直接投資、原材料の現地調達、

さらには調達・製造・販売のマトリックス的な

展開の組み合わせ）」二よって展開してきたのか

を分析するとともに、②その展開が「Nation 

State の政策・産業・市場（課税収入、産業・

雇用、市場取引価格）」に与える影響を投資の受

け入れ国側から批判するという視点で検討され

てきた。特に、ラグマン氏ら 13は、米国・州際

企業の対カナダ投資を、海外活動の典型的事例

として、米国本国と輸入調達先国とに介在する

拠点としての米系多国籍企業のグローバル戦略

におけるカナダの位置づけについて、受け入れ

国側・カナダの視点から、カナダ現地企業との

競合や連携による影響や受け入れ国産業や市場

への影響を検討した。 

２－２．多国籍企業戦略の形態 

多国籍企業戦略は、その形態にそって、①「１

国から」の技術移転・発信形態の Foreign直接

投資戦略,②現地生産拠点の設置のための海外

直接投資を経て形成される「２国間」での工程

間分業の International国際戦略,③「（３カ国

以上の 14）多国間」での部品レベルでの製品別

                                                
13A.M. Rugman(2009),’ International Business’ 

Palgrave Macmillan. 
14 広義には、複数国＝自国以外の多国に、すなわち２国間

以上に拠点を置く企業が、多国籍企業と定義されるが、こ
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分業や工程間分業による「分散的」Multi 

-national 戦略、④情報通信・運輸技術（ICT）

の革新によって national な制約を超えて地球

的な規模で単一化する競争市場に立脚して、「メ

ガ規模の経済性」の確保を標準製品や共通のプ

ラットフォームなど戦略的に構築して「統合

化 15」することのよって確保しようとする

global戦略に段階分けできる。 

国際（International）戦略では、輸入国側

の関税などのナショナル要因に関わるコストや

運輸・保険などの物流コストの合計と、現地生

産における労働コスト安や現地政府による税制

優遇などのナショナル要因に関わる現地生産の

メリットとを比較して輸出代替的な海外直接投

資（Foreign Direct Investment）が展開される。

さらに投資先の販売、製造、サービス、研究な

どの拠点と本国とのそれとの２国間で、機能別、

製品別、工程別の分業関係が戦略的に組織され

る形で展開する。 

多国籍（Multinational）戦略としては、市

場国と製造工程との最適組み合わせの意思決定

論、多国間での為替管理や課税回避的な戦略的

取引価格設定論が提起されてきた。 

さらに global 規模での単一化・統合化とは

反 対 に 、 国 ご と の 「 ナ シ ョ ナ ル 要 因

（nationality）」、例えば政策文化制度など「多

元性（diversity）」に応じて製品設計や製造設

備を「変容（transfer）」させていく、分散化・

モザイク的に連携させていく Transnational16

戦略が指摘されてきた。 

２－３．多国籍企業論とナショナル要因の制約 

いずれの多国籍企業論においても、戦略的意

                                                                         
国際活動の形態をわかりやすくするために、算術的なイメ

ージにそって､１国発・単数（foreign）、２国間・複数

(international)、３国間以上・多数（Multinational）と

こでは、便宜的に称する。 
15 A.Prencipe, A.Davies & M.Hobday,eds.(2005)’THE 
BUSINESS OF SYSTEMS INTEGRATION’, Oxford University 
Press. 
16 C.A.Bartlet/S.Ghoshal (1998)‘Managing Across 

Borders : THE TRANSNATIONAL SOLUTION’  Harvard 

Business Review Press, pp.XX-YY 

思決定においては、各国間の生産拠点における

効率・製造原価は所与もしくは本国並みで一定

という前提でなされている。したがってそこで

のナショナル要因の相違は、単に投入財である

労働力と原材料との調達価格の問題に単純化さ

れてしまう。 

確かに迂遠には労賃の差は労働力の質の差

を反映したものと言えるのだろうが、それを持

って、海外投資や国際分業の問題を、投入物の

価格積算だけで説明してしまうことは、企業活

動の現実の課題解決活動を論ずるには暗い。 

価格に反映されない、各国の公的（政策的・

法的）明示的な制度的要因や、慣行や慣習・不

文律などの非公式の暗黙の制度的要因など、法

的歴史的文化的社会的な論理を原価計算して算

術的に算定して意思決定する必要がある。さら

に、市場の消費特性、商慣習・手続きおよび国

際的に主権として承認された政策・認証・規制

などの制度的要因の相違に起因する要因の配慮

が要る。 

２－４．情報通信革命とグローバル戦略論 

多国籍企業論では、国際経営は、文字通り、

複数の国民市場に跨る投資の意思決定問題とし

て検討されてきた。 

これに対して、市場を国民市場の集まる国際

市場としてではなく、地球規模の単一市場とし

て、地球的規模での「メガ規模の経済性」と最

安値調達を利益の源泉とするグローバルという

戦略視点が提起されるようになった。 

すなわち｢ICT（Information Communication 

Technology＝情報通信技術）｣革新としての「情

報流通（Communication）」範囲が地球化したこ

と、運輸技術革新により移動の時間的・金銭的

距離が短縮されたことによって、多国籍ではな

く、単一の空間での企業戦略が提起されるよう

になった 17。 

ICT 技術革新の結果、多国籍間での取引は、

地理的物理的な制約、すなわち運賃などの距離

                                                
17 夏目啓二(2014)『21世紀の ICT多国籍企業』同文館. 
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上コストや機会損失などの時間上の制約を減免

され、国際市場におけるナショナル要因に起因

する制約・コストは減退する。 

消費市場のグローバル規模での展開同様に、

部品購買市場もグローバル規模で展開するに至

る。多国籍企業を含む企業全体の競争は、多様

な商品入手の可能性を向上させる裏面として、

同時にグローバル規模での価格切り下げ競争と

いう競争の激化を招来するにいたる。 

ただし、製造業においては、「仮想（virtual）

化」は、販売・サービス事業や取引手続き、さ

らに製造部品での部品の購買物流・拠点間物

流・工程間物流では進展するが、加工・組立・

組付などの製造工程での作業や製品ならびに製

造途中の中間財の物理的な移動、それに伴うリ

スクの物理的な管理は残る。 

要は、想定されたシステムの描き出す情報と

は、物理的な世界は不規則に物理的なずれが生

じるので、それを緩衝したりさらには調整した

りする作業や技能の余地が大きく残る。 

こうした作業や技能の担い手は、法的・制度

的・文化的に nationalな制約を受けている労働

力である。 

したがって、グローバル戦略の展開の中にあ

って、多国籍戦略を融合する「トランスナショ

ナル」戦略という視点が提起される。 

２－５．トランスナショナル戦略 

トランスナショナル戦略とは、旧来の企業の

海 外 直 接 投 資 活 動 が 「 国 境 を 越 え る

（trans-national）」という意味に加えて、進出

先国の政策や規制といった nationalityという

「多様性（diversity）」に対応して、その投資

内容を柔軟に「変容（transfer）」させて経営活

動を適合させていく経営戦略として提起されて

きた 18。 

特に近年、「コンプライアンス（法令遵守）」

                                                
18 C.A.Bartlet/S.Ghoshal (1998)‘Managing Across 

Borders : THE TRANSNATIONAL SOLUTION’  Harvard 

Business Review Press. 

として強調されている政策・制度要因は、排気・

排液の汚染物質問題、排熱削減・CO2 温暖化規

制や燃費低減化などからなる、いわゆる環境問

題への対応と理解できる。 

今回のメキシコ第２工場における環境対応

工場投資事例については、transnational 戦略

形態を指摘できる。 

モジュール・アーキテクチャ構造をもった製

品開発とそれに対応する部品の共通化戦略

2015年 4月に「ＴＮＧＡ（＝Toyota New Global 

Architecture）として、新たなグローバル戦略・

分散的統合化戦略が提起された。 

２－６．日系自動車メーカーの多国籍企業戦略 

日系自動車メーカーの海外展開は、20世紀後

半から 21世紀初頭にかけての時期、日本国内市

場、米国市場および ASEAN諸国地域市場を軸に、

さらに 1990年代以降は、さらに中国市場を主要

市場として展開されてきた 19。 

すなわち、1940 年から 1950 年代前半にかけ

ての欧米からの技術国際導入期、1960‐70年代

の対米小型車輸出戦略期、1980年代の貿易摩擦

回避的な対米現地生産による国際工程間分業戦

略、および ASEAN各国の自動車産業政策との「連

携」にともなう海外直接投資戦略、さらには対

米ドル＝対アジア通貨の急速な円高期における、

貿易摩擦と円高回避的な日ア米「環太平洋トラ

イアングル」によるにもとづく多国籍企業戦略、

1990年代以降、北米現地販売・生産体制の強化

                                                
19 この間、国際経済体制、すなわち国際市場のルールは、

1945年の第 2次世界大戦後の「国際通貨基金（ＩＭＦ）」

による固定為替相場体制と「関税および貿易に対する一般

協定（ＧＡＴＴ）」を信義則とした、各国関税表の一括減

免調整とその執行からなる自由貿易体制から、為替市場の

変動を原則として主要国蔵相会議での協議を経て協調的

な通貨売買介入による変動為替相場体制とＷＴＯに移行

する。すなわち、通貨体制については、1970年代初めの「金

＝ドル」交換体制の停止・ドルショックと国際管理による

変動相場制への移行、さらに 1985年後数年の円高・円の

切り上げという２つの契機があった。貿易については、

1990年前半の時期における、それまでの協定の順守を原則

とした国際社会による緩やかな調整時代から、「世界貿易

機関（ＷＴＯ）」による機関的な管理体制への移行時期が

あった。 
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およびアジアにおける部品域内相互補完供給戦

略が展開した。さらに経済市場開放により中国

市場が、日、米、東南アジアに次ぐ、第 4番目

の市場として急成長してきた。これにあわせて、

2000年代以降、中国現地生産にむけた海外直接

投資戦略が展開する。 

日系自動車メーカーの海外展開を多国籍企

業戦略形態変化としてみると、①北米現地生産

のための「海外直接投資戦略（Foreign Direct 

Investment）」、②ＡＳＥＡＮの工業化開発・自

動車国産車政策対応の「国際投資戦略

（international）」、③アジア生産車の対米輸出

や国産化政策への国別部品生産にともなう「規

模の不経済」解消のための域内相互補完供給に

よる「多国籍企業戦略 (multinational)」､④こ

のＡＳＥＡＮ域内分業車の南半球輸出や部品の

グローバル「購買(sourcing)」やグローバル輸

出「供給(supply chain)」からなる「グローバ

ル(Global)」戦略とまとめられる 20。 

またパワートレイン・プラットフォームを国

際的に共通化する、製品設計のモジュール化戦

略が、1990 年代から進展し 1997 年のアジア通

貨危機後の復興支援 21を経て再編加速化された

域内部品相互補完分業車による 4輪駆動の「国

際多目的車（IMV：International Multi-purpose 

Vehicle）」をめぐって展開された。IMV はアセ

アン地域諸国部品相互間での補完供給に基づい

てアセアン諸国間で部品分業により生産され、

さらに製品別にもタイでディーゼル車、インド

ネシアでガソリン車というように国際分業され、

完成車は域内相互供給はじめアフリカや南米な

どの南半球の共通車として供給されている。 

                                                
20 トヨタ自動車の国際活動としては、1960年頃のブラジル、

タイ、南アフリカ共和国での現地国市場向けの完成車輸入

代替としての現地自動車組立生産拠点進出、1980年頃から

東南アジア地域各国の工業化開発政策の基盤としての自

動車の国産化政策に呼応した海外直接投資、さらに 1990

年頃からのアセアン地域内各国拠点間での部品の域内相

互補完供給体制構築、および域内各国部品のグローバル供

給として展開してきた。 

21 拙稿（1998）「アジアにおける域内分業圏の動向と国際

経営戦略」『名古屋工業大学紀要』第 51巻、pp.1-16． 

ただし、日系自動車メーカーは、国際展開の

当初から、製造に関しては、５S や管理改善、

ジャストインタイムという、日本企業に固有の

生産管理技術を標準として、これを等しく海外

展開して、グローバル共通の品質保証を図る「グ

ローバル」戦略を展開してきた。 

また同時に、東南アジア・アセアン諸国の国

ごとの国産車政策や自動車産業国産化政策に個

別対応する国際直接投資戦略や、タイにはピッ

ク・トラック型、インドネシアにはワンボック

ス型というような国ごとの市場ニーズに応じた

モデル投入など「トランスナショナル」な戦略

方向を従来から展開してきた。 

すなわち日系自動車メーカーは、 FDI, 

Inter-national, Multi-nationalという段階を

経て、Global、Trans-nationalという段階にい

たるという多国籍化の段階を経たというよりも、

海外・国際展開の当初から、グローバルに標準

的な生産管理方式を海外に移転する「グローバ

ル（global）」戦略と、ローカルなニーズや制約

に対応する「トランスナショナル（trance 

-national）」戦略とのグローカル「連携」を、

いわゆる現地の national な政策や産業との間

で展開してきている。 

３．環境政策対応型・トランスナショナル戦略

拠点としてのメキシコ新工場 

３－１．メキシコ新工場計画の概要 

トヨタ自動車は、「持続的成長を支える」「競

争力のある」工場づくり推進の一環として、「よ

り安全で環境に優しい工場づくり」という方向

で、2009年から５年間凍結するとしてきた新工

場投資を再開し、その一環として 2015年 4月に

メキシコ中部グアナファト州の新工場建設と中

国広東省の新ライン増設を発表した。 

メキシコの新工場では、2019 年から年産 20

万台規模の生産を開始すると発表した 22。 

                                                
22「トヨタ、中国・メキシコに新工場建設」日刊工業新聞
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３－２．自動車部品製品機能技術からの工場環境設

備技術への展開 

メキシコ第２工場の投資計画では、二酸化炭

素排出量の操業開始時平成 31（2019）年 5月時

点で、2008年度比 55％減に 10年間で半減させ

る目標を出している 23。 

なお、この数値目標については、いかにしめ

すように日本の政府や業界団体が目標値 24を出

している。しかしながら、基準年と目標年の採

り方などに相違があり、一概に今回のメキシコ

工場の環境への取り組みの質を判断することは

できない 25。ちなみに日本の自動車工業会・日

本車体工業会は、2014年 11月に、1990年度比

で平成 2（1990）年度比で 33％、約 20年間で 3

割の二酸化炭素の排出削減目標を提示した。こ

れに対して、日本政府は、2015年 5月に、間接

消費基準での二酸化炭素排出量において３割を

占めるとされる国内の製造業工場全体に対して

は、平成 30（2018 年）度まで平成 13（2011）

年度比７％（同期の日本社会全体での削減目標

は 26％減）、８年間で約１割弱の二酸化炭素の

排出削減を日本政府は出している。 

メキシコ第２工場の投資計画では、二酸化炭

素排出量の操業開始時 2019 年 5 月時点での

2008年度比 55％減にする目標を、①排熱利用に

よるエネルギー節約分が約５％、②残りを太陽

光パネル発電による工場内使用電力代替による

動力削減によって図るとしている。 

排熱利用によるエネルギー節約分について

は、排気熱をマフラー経由で回収するハイブリ

                                                                         
2015年 4月 6日付.「トヨタがメキシコに新工場」週刊ダ

イヤモンド online 2015年 4月 16日付. 
23 トヨタＨＰ「トヨタ持続的成長をささえる『競争力のあ

る工場』づくりを推進」http://newsroom.toyota.jp 2015

年 4月 15日付、「工場の温暖化対策」「日本経済新聞」2015

年 5月 20日付. 
24 「日本経済新聞」2015年 5月 20日付、トヨタ自動車 HP

ニュース「同前」2015年４月他より. 
25 平成 30-31（2018-19）年にむけての削減目標が、それぞ

れで示されてはいるが、何年現在との比較であるのか、比

較年がまちまちである。さらに 2008年度は、リーマンシ

ョックの影響で減産がされた時期でもある。進捗の速度や

取り組みが早いものなのかどうかの判断は難しい。 

ッド車の製品技術から工場における排熱機器か

らの熱回収が予想される。なお回収熱は、必要

とされる熱量の 100％を回収利用できるという

よりも本来の発熱を支援するように使い、エネ

ルギー使用を節約するというものである。 

太陽光パネル発電については、「ＥＨＶ（充

電付きハイブリッド車）」用の太陽光パネル発

電・充電ステーションにおける環境対応車技術

の展開よっている。太陽光パネル発電により節

約された購入電力を発電するのに起こったであ

ろう、二酸化炭素排出分が削減されたとして換

算する。 

なお自動車製造工場における電力エネルギ

ーの使用量は、総エネルギー使用量のうち、約

半分ほどと報じられている 26。メキシコ第２工

場においては 2008 年比 55％のエネルギー削減

を予定しており、うち５％は排熱利用とすると、

おおむね残りの約 50％分について太陽光発電

パネルによって削減をはかることになる。しか

しながら、太陽光パネルの発電効率が 60％を超

え最高効率の 80％に至るのは晴天の日で午前

10時ごろから午後２時までのわずかに4時間ほ

どにすぎない。太陽光発電による外部から購入

する使用電力の削減だけでは、排出量削減目標

はみたせないと予測される。 

したがって、こうしたエネルギーの直接的な

節約もさることながら、工場内の管理や作業改

善などの従来のどおりの生産管理・改善活動が

改めて実施され、ムダ取りによる生産の効率化

や、次節に展開するような、製品アーキテクチ

ャ・モジュール化革新の成果として、燃料・電

力などの使用削減分をもって二酸化炭素の排出

削減に充てることが予測される。 

なお今一つの環境規制である廃棄物規制に

ついては、グループ内企業の日本国内工場にお

ける取り組みの中で蓄積した技術をもとに有害

                                                
26ＢＷＭ社の最新工場のライプツィヒ工場では、４基の風

力発電により工場内使用全電力を賄うことで、同工場の総

エネルギー使用量＝CO2排出削減の半減がされたと報じら

れている。「工場の温暖化対策」「日本経済新聞」2015年 5

月 20日付。 

http://newsroom.toyota.jp/
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物の排水・排気及び騒音の「ゼロ・排出

（emission）」の取り組みが応用展開されると予

測される。  

３－３．環境対応車・製品開発における従来レシプ

ロエンジン「低燃費化」技術回帰 

自動車産業における環境規制は、自動車の

「ライフタイムアセスメント」、すなわち製造か

ら自動車の利用そして廃車までに要する二酸化

炭素の総排出量の削減問題として提起される。 

製品面の「環境対応車」とは、エコカー・低

燃費車、電気自動車、ハイブリッド車、燃料電

池車である。特に、電気自動車の普及が CO2排

出レス、温暖化対策ということで注目され、エ

ンジン・レスによる自動車部品産業への事業減

が懸念されていた。 

しかしながら、日本における実情では、エコ

カー減税による、従来からの内燃・レシプロエ

ンジンによる低燃費車両普及と、同エンジンに

よる高速走行と発電によるモーター低速走行に

よるＨＶ車の普及によって、数値目標を満たし

ている現状である。すなわち車体の軽量化、空

気抵抗の軽減、エンジンの燃焼効率向上など、

従来からの内燃エンジン製品・製品技術の延長

線上に開発は再度展開されている。懸念された

ような、ポスト内燃エンジン車＝プロ電気自動

車という事態には至っていない。 

逆にエンジンが一度の発生させたエネルギ

ーをより回収して最大限に活かす製品づくりが、

ハイブリッド車としてなされてきている。例え

ば①低速走行時のエンジンのエネルギーロスを

軽減するための電気モーターでの走行、②高速

走行時の余剰エネルギーの電気エネルギーへの

転換・充電、③従来のまさつ・熱エネルギーと

して停止・減速時に放出されていたエネルギー

の回収・回生のなどである。 

補足すれば、ハイブリッド車は、電気自動車

へのつなぎというよりも、逆に内燃エンジン車

のエネルギー効率をあげるためになされている。

すなわち、モーター動力出力と発電機による動

力回収とを、①アナログ出力の角度センサー（レ

ゾルバー）によって動作信号情報の同期化をは

かるとともに、②ＰＣＵ（パワーコントロール

ユニット）による機電動力間制御と電動・発電

制御、そして③内燃エンジンのトランス・ミッ

ションの製品・製造技術上に展開された機電動

力の結合ギアボックスシステムという、電磁、

電子制御、機械制御の３つの従来の自動車の製

品ならびに製造技術を改良・開発して、内燃エ

ンジン自動車の燃費向上ということを軸足にし

て、電気動力技術を結合させることによって展

開されている。 

したがって、環境対応工場についても、環境

対応車技術の延長線上に考えるならば、あらた

めて内燃エンジンの効率化問題が核となってい

ると判断できる。 

４．グローバル販売状況と同製造体制 

４－１．メキシコ新工場のグローバル戦略上の位置 

メキシコ第２工場の立地が予定されている

地域は、首都メキシコシティの北西に位置し、

「ミニ・デトロイト」と評される自動車産業の

集積地域となっている 27。 

日系自動車メーカーについても、日産で２拠

点 80 万台、ホンダで２拠点 30 万台、マツダ 1

拠点 25万台生産している。メキシコ全土では、

2013 年時点ですでに 300 万台を生産し、今年

2015年には、ブラジルを抜いて中南米地域最大

の自動車生産国になることが予測されている。 

トヨタは、これまでメキシコでは、北西部の

アメリカ国境そばの拠点で、2004 年 9 月から、

小型ピックアップトラック「タコマ」の生産を

年産 5.6 万台おこなってきた。また今年 2015

年の夏から、マツダのメキシコ拠点で北米市場

向けに小型車生産を開始した。 

                                                
27 トヨタＨＰ「トヨタ持続的成長をささえる『競争力のあ

る工場』づくりを推進」http://newsroom.toyota.jp 2015

年 4月 15日付、「トヨタがメキシコに新工場」週刊ダイヤ

モンド online 2015年 4月 16日付。 

http://newsroom.toyota.jp/
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グローバル戦略・北米地域製造戦略の中にお

いて、メキシコの今回の新工場は、現在カナダ

で生産している小型乗用車のカローラの生産移

管先として位置づけら、次世代カローラ生産を

年産 20万台規模で 2019年 5月から開始する予

定となっている。 

現工場が主に関税対策や対米市場への運送

など主に貿易規制や物流効率に配慮した拠点で

ありかつカナダ工場を補完する生産拠点である

のに対して、今回の第２工場は、①部品部材の

調達の有利さをはじめ、労働力人材・人員の確

保など購買原価に配慮し、かつ②新たな製品設

計（アーキテクチャ）戦略に対応した新工場で

あり本格的製造投資戦略となっている。 

４－２．グローバル総販売動向と地域別生産動向 28 

2014年時点の、トヨタのグローバル販売 900

万台における地域別の構成は、①第１位の市場

地域である、先進国市場・第１群に分類されて

いる米国・カナダからなる「北米地域」257 万

台、②次いで第２位は第２群の東南アジア諸国

120 万台ならびに中近東地域 76 万台からなる

「東南アジア・中近東地域」計 196万台、③第

３位は「日本国内」155 万台、さらに④第４位

が中国 103万台および台湾・韓国・豪亜市場 36

万台の「東アジア・豪亜地域」計 139万台、⑤

「欧州地域」89万台、⑥「南米地域」43万台、

⑦「アフリカ地域」26万台となっている。 

なお国別の市場規模（2014年の販売台数）と

しては、「米国」237万台、「日本」155万台、「中

国」103万台、さらに「インドネシア」41万台、

「タイ」33万台である。 

こうした世界の地域別市場別には「米国地域」

がピックアップトラックと小型乗用車の合計

200万台の供給体制、「アジア・アフリカ・南米

地域」が小型ピックアップ・「ＩＭＶ（国際多目

的車）」のグローバル供給を軸に小型・中型乗用

車を地域内供給する合計 350 万台の供給体制、

                                                
28 IRC「トヨタ自動車のグローバル戦略」同社、2015年５

月． 

「日本市場」と「中国市場」向けに小型・中型

乗用車を合計で 250万台の供給体制、そして小

型乗用車を供給する欧州 90万台の供給体制と、

おおよそ世界４極体制でとらえることができる。 

４－３．グローバル地域別の販売・生産体制 

自動車製造という側面から前述の世界体制

をみると、①大型ピックアップは北米国内市場

向け生産、②小型中型乗用車生産は北米・日本・

中国および欧州の国内地域内市場および輸出向

け生産、③小型ピックアップＩＭＶ車は東南ア

ジア国内および輸出市場向け生産と中南米・ア

フリカ販売の南半球向けという構成になる。 

なおピックアップ商用車については、大型は

北米向け、小型ＩＭＶはＡＳＥＡＮ４カ国に製

造拠点が集約されているが、乗用車については、

地域単位で組立生産車種を国別や州別に分担し

同地域内で相互供給を行う体制となっている。 

これに対応するように、ＴＮＧＡ（トヨタ新

グローバル・アーキテクチャ）戦略のおけるパ

ワートレイン（ＰＴ）・プラットフォーム構成は、

①北米・東南アジア・南半球向けの大型商用車

ＰＴ、②日本・東アジア・豪亜向けの中型乗用

車カムリＰＴ、③前述地域に欧州、アフリカ、

南米を加えた市場向けに小型乗用車カローラＰ

Ｔ、④イントラダクション車市場向けに小型車

ヴィッツＰＴとなる。 

ＰＴプラットフォーム別の供給構成（年間生

産台数）は、おおよそ商用大型ＰＴ系が 400万

台、中型ＰＴ100万台、小型ＣＰＴ250万台、小

型ＶＰＴ250 万台の合計 1 千万台となるものと

考えられる。 

４－４．北米地域における現行の生産体制 

メキシコは、一般的な地理的な地域区分では

「中南米地域」に分類はされる。しかしながら、

トヨタのグローバル販売・生産戦略上は、陸続

する近隣国としてカナダともに、米国へ直接に

陸運可能な米国市場むけの供給拠点と位置付け

られている。 

すなわち、2014年末現在での北米における製
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造体制は、米国では、ケンタッキー工場（1988

年 5月操業開始）での中型乗用車 47万台（2014

年合計）およびエンジン・アクスル・ステアリ

ング・ボディ・内外装品などの部品生産、イン

ディアナ工場（1999年 2月同）での中型乗用車

およびオフロード車（同 35万台）および同ボデ

ィ部品・内外装品生産、テキサス工場（2006年

11 月同）ピックアップ車（同 24 万台）のボデ

ィ部品・内外装品生産、ミシシッピー（2011年

10 月）での小型乗用車（同 20 万台）となって

いる。 

これにカナダ工場（1988 年 11 月同）での小

型乗用車とオフロード車（58万台）およびエン

ジン・ボディ部品・内外装品・アルミホイール

と、メキシコ工場（2004年 9月同）でのピック

アップ車（同 7万台）および同デッキ生産が加

わる状況にあった。 

これに対して、メキシコでの生産については、

「北米生産の再編」の「一貫」として、現在ピ

ックアップトラックのみ 7万台ほどの生産拠点

から、2019年から操業を開始するメキシコの新

工場を主にすることで、カナダ（現在の小型乗

用車から中型乗用車カムリ系の生産に移行）か

ら小型乗用車カローラの生産を移管し年産 20

万台 29の小型乗用車カローラの生産体制を構築

するとともに、将来のプリウス・ハイブリッド

車 30生産を目指す。 

これによってメキシコの今回の新工場は、一

挙に米国内の１工場並みの生産工場となる計画

となっている。 

４－５．メキシコ第２工場の高生産能力 

メキシコ第２工場の建設に際して、「3年間の

新工場凍結期間に磨いて」きた「革新的な生産

技術を可能な限り導入」するとともに、「工場の

建屋や設備を中心とする初期の投資部分」を

「2008年当時（リーマンショックによる販売減

                                                
29同前。 
30カローラ系PFを構成するユニット部品共有することによ

ると考えられる。 

による減産ならびに在庫の販売があった時期。

引用者竹野記。）と比較して約 40％に低減」す

るという方針を示している 31。 

さらに、「統一設計による主要部品のモジュ

ール化や共用化による車両モデル切り替え時の

設備投資額の大幅な低減を目指す」あらたな製

品設計・製造改善戦略の、「新設工場として」「初

めて」の試みと、トヨタからは位置づけられて

いる 32。 

ちなみに同ニュースに示された資料から算

定すると、既存のメキシコ工場の 2015年 4月の

年間一人当たり生産台数 60 台／人 33に対して、

2019 年生産開始の新工場では、100 台／人 34と

生産能力も急増する。 

ちなみに今回の 3年ぶりの２つの工場設備投

資のもう一つの案件である、中国広東省の広汽

トヨタの従来工場では、約１万人の従業員に対

して、年間一人当たり生産台数は、2015年 4月

現在の 38台／人から、2018年には 48台／人に

上昇させるとしている。 

すなわち、今回のこのメキシコ新工場は、単

に最大の地域市場である北米地域向けの製造拠

点構築という戦略的意義だけではなく、従来か

らの製造技術蓄積と市場の簡素化に対応した製

品統合のための新たな設計技術とを連携させた、

新技術戦略の試行拠点として意義をもつ。 

メキシコ新工場の試みにおけるこうした生

産性そのものの高さは、換言すればエネルギー

消費あたりの効率を高めるものである。今回の

メキシコ新工場の投資プロジェクトは、穿った

見方をすれば、目に見える環境対応の設備投資

だけでなく、こうした製造原価革新をも含めた

                                                
31 「トヨタ、持続的成長を支える『競争力ある工場』づく

りを推進」トヨタグローバルニュースルーム 2015年 4

月 15日付。「トヨタ、中国・メキシコに新工場建設」日刊

工業新聞 2015年 4月 6日付。 
32同前。 
33同前掲載の表「現在のメキシコ・中国生産事業概要」の

2015年4月時点の従業員数約1,500人に対して年間生産能

力約 8.9万台より算出。 
34同前掲載の表「決定概要」の 2019年生産開始時点の従業

員数約 2,000人に対して年間生産能力約 20万台より算出。 
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エネルギー消費を全体の尺度とした製造総原価

計算にもとづく戦略的原価改善の試みとみるこ

とができる。 

５．グローバル製品構造設計新戦略の分析 

５－１．新アーキテクチャ戦略の概要 

ＴＮＧＡは、Toyota New Global Architecture

の略で、2015年４月にトヨタによるグローバル

規模での完成車の「製品構造（アーキテクチャ）」

設計の革新を軸にそれにともなう生産体制・工

場再構築をはかる製品設計・製造革新の戦略と

して発表された 35。 

戦略名称にある「New Global Architecture

（新グローバル製品構造）」とは、①自動車製品

構造のモジュール化、②プラットフォーム類型

のグローバル規模での集約化、③モジュール部

品に組み付けられる基幹システム部品や機能部

品・部材などのグループ外を含む共通化、④グ

ローバル標準品のアウトソーシングなどによる

製品設計の改良を起点にした部品・部材にいた

る量産効果の確保による製造原価低減と、購

買・調達取引のくふうによる購買原価低減を図

る戦略である。 

５－２．自動車製品構造設計・モジュール化 

従来自動車・製品設計は、完成車を頂点にモ

デルごとにネジの一本まで「統合的（インテグ

ラル）」に、開発から製造までを巻き込んで「す

り合わせ」しながら行われてきた。 

これに対して、新戦略では、2020年までに従

来型の「すりあわせ」型製品を半分として、残

りの半分については、新たに①プラットフォー

ム共通化、②組付モジュール部品の共通化、③

ネジ等の部材の共通化からなる、完成車の「モ

ジュール化」することが提起された。 

すなわち、①エンジンの馬力・排気量を起点

にその出力を調整し必要な回転数と「ねじり力

（トルク）」に変えるトランス・ミッション、そ

                                                
35同前。  

してその動力を動輪へ伝えるプロペラシャフト、

動輪と同軸受けおよび車輪を支える懸架部から

なる、いわゆるパワートレインを、エンジンの

排気量サイズごとに複数のモデルに共通な「プ

ラットフォーム」にする。なお小型車中型車で

は、車台・フレームのない、キャビンの底板に

直接に車輪を取り付けるモノコック構造である。

したがって車輪の間隔をキャビンの構造に合わ

せて取り付け位置の微妙な変更が可能であり、

プラットフォーム＝パワートレインの柔軟な装

着が可能であり共通化が図れる。 

「パワートレイン＝プラットフォーム」横断

的に取り付けられるモジュール部品、例えばキ

ャビンや車体に関する部品については、構造

材・外形については、高張力鋼（プレス加工・

曲げ加工に自由度があり強度保ちながらも軽量

である）を使用したり、樹脂材の特性を生かし

たりしながら形状の相違に柔軟に対応させるこ

とができる。他方で、窓の開け閉め、ロック、

空調、座席調整システム、シートベルト、エア

バック、ライト、ナビゲーション機器などは、

パワートレイン＝プラットフォーム横断的に共

通化が可能である。 

中小製造業企業にとっては、こうしたモジュ

ール内の共通小物部品のなかで変動の激しい少

量品の製造を高付加価値で受注する「連携」事

業機会が存在する。 

５－３．モジュール化母工場としての九州工場 

メキシコ第２工場では、カローラ生産の C
プラットフォームと同じＰＴでのＨＶ・プリウ

ス生産も検討している。 
ところでＩＭＶとパワートレインを同じく

するランドクルーザーならびに大型乗用車レク

サスのＨＶモデルの組立が、トヨタ九州工場（モ

ジュール化対応のつづら折り工場）でおこなわ

れている 36。高速道路沿線に立地するトヨタ九

州工場（福岡県宮若市。旧筑豊炭田地域）のＨ

Ｖ組立用のモジュール部品については、直線距

                                                
36 2014年 11月の同工場見学内容および配布広報資料． 
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離で 30Km 離れた北九州市南小倉区と道路を挟

んで福岡県京都郡苅田町に位置する、エンジ

ン・ユニット工場とエンジン－モーター間の動

力切り替えギアボックス・ユニット工場から供

給される仕組みとなっている。 

自動車は本来ならば、直線の最終組立生産ラ

インとそれに隣接するサブ・アセンブリライン

からなるが、トヨタ九州で組み立てるプラット

フォーム車両については、つづら折りラインで、

なおかつ 30ｋｍはなれた独立のユニット部品

組立工場＝旧来のサブアセンブリ相当の組立工

場が独立し、さらに遠隔地に立地する構造とな

っている。 

５－４．モジュール化・グローバル戦略の意義 

従来の「製品設計（アーキテクチャ）」は、

ねじ一本までを車種・モデルを頂点にして個別

化して設計し製造部門とデザインレビューする

「インテグレート」型である。 

そこでの製造における利益の源泉・コスト削

減と品質保証の源泉は、①「作業」の動作・動

線の改善による組立・組付作業の効率化、②工

程配置改善による搬送物流の効率化、③「かん

ばん」発行管理により投入順調整し「号口（ロ

ット）」を形成して段取り替え・ロスを抑えるム

ダの排除、④不良率低下・歩留まり向上にむけ

た品質・設備管理と設備改良など品質保証活動、

など製造現場における管理・改善・改良による

ムダ取りによる製造コスト削減に源泉をおいて

きた。 

これに対して、今回提起されているＴＮＧＡ

新戦略においては、「製品設計（アーキテクチャ）」

を「モジュラー」型にすることによる、①製品

設計の変更時間の短縮、②モジュール単位での

設計変更によるマイナーチェンジの設計時間と

コストの軽減、③最終組立工程の簡素化による

作業水準・熟練度の緩和によるモジュール組立

単位工場立地による現地技能・技術立地制約の

軽減と賃金本位のグローバル立地化、③部品の

共通化・量産化によるグローバル最適調達によ

る部品購買価格の低減など、生産現場改善以前

の製品設計のくふうによる製造工程の効率化に

よる製造費用の軽減に、利益の源泉が移動して

いる。 

他方でグローバル規模での品質保証につい

ては、旧元町工場をグローバル人材育成拠点と

して位置づけ、東南アジアをはじめとする海外

の foreman (工程のとりまとめおよび新人作業

者への作業指導、作業のおくれやトラブル発生

時のサポートをになう人材) に対する改善と品

質保証の教育研修をあてている。「かんばん」に

よるジャストインタイムでの後工程取りのペー

スおよび要求品質（高精度というのではなく、

必要とされる要件・仕様の範囲内に変動を抑え

る）に合わせて、品質を保証し、仮に生産の中

断があっても納期内に生産できるように復帰を

はかれるようにでき、さらにトラブルが起きな

いような改善を促す人材を育て、ＴＮＧＡ戦略

においてシステム論上に構想された効率を実現

するしくみとなっている。 

システムや数理は完全であり、トラブルは想

定外とするのではなく、フローと品質の両面で

のイレギュラーなトラブルが発生した時に対応

できる人材を据えることで、これを想定内にと

りこんだ戦略となっている。 

なお、元町工場は、旧エンジンの機械加工工

場であり、かつては大野耐一氏の『トヨタ生産

方式』の起点となった工場である。その後、ク

ラウンなどの高級車などの、他の車種に比べれ

ば生産数量のすくないモデルの組立工場として、

新人研修を兼ねていた生産ラインであった。 

６．自動車製品の「インテグラル」化回帰 

６－１．自動車の再インテグレート化 

ＴＮＧＡという多国籍企業戦略は、部品の共

通化および標準化による「規模の経済性」確保

という企業側の戦略的な意思に誘導されて提起

された戦略として理解される。その結果、自動

車市場を４つのパワートレイン・プラットフォ
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ーム類型に統合化する戦略と理解されがちであ

る。しかしながら、逆に、自動車利用者の志向

が先に集約化される傾向にあり、それがまずは

従来のインテグラル型車種を横並びにした生産

体制では多様性にムダがあり、集約化がもとめ

られるようになりパワートレイン・プラットフ

ォーム単位での車種の集約化がはかられるよう

になったと、以下の旧モジュール製品がインテ

グラル少品種に集約化していったロジックから

予測される。。 

６－２．音響製品・パソコンのモジュール製品の集

約化とインテグラル化による高度化 

モジュール部品の組み合わせ構造の製品の

ハードウェアについては、理屈の上ではインタ

ーフェイスが標準化されていれば組み合わせに

よって多様な製品が可能であるが、しかしなが

ら、実際には、音響製品やパソコンに顕著なよ

うに、特定の組み合わせに集約していく傾向に

ある。 

すなわち、かつて「モジュール」製品が主要

であり、メーカー・生産者側もモジュール部品

ごとの製造に特化して製品の開発や製造におけ

る「規模の経済性」を利益の源泉としてきた製

品、たとえば音響コンポーネント・ステレオや、

デスクトップ・パーソナル・コンピュータは、

その後集積度をあげ小型軽量化しながら「一体

化・統合（インテグラル）」製品に転換している。 

すなわち音響製品では、1970 年代から 80 年

代の「コンポーネント・ステレオ」において、

消費者が「モジュール＝スピーカー、メイン・

アンプ、プリ・アンプ、プレイヤー」組み合わ

せに専門的な知識が必要な上に高価であり、さ

らに使用してみて不具合もあった。そのため、

「モジュラー・ステレオ」という名称や外見は

銘打って、実質的には音響製品メーカー側が消

費者のニーズにあわせて、売れ筋のモジュール

の組み合わせを「コンビネーション（新結合）」

して、さらに一体化設計したプリセット製品・

インテグラル製品に代替されていった。 

さらに音響製品においては、このインテグラ

ル化された製品をより軽量化・集積化する方向

で、より小型のインテグラル製品、コンパクト・

ヘッドフォンステレオ携帯端末へと展開してい

くことになる。 

パソコンについては、デスクトップ・パーソ

ナル・コンピュータというモジュール型から、

ラップトップと呼ばれたインテグラルな据え置

き型のパソコンに代わり、さらにノート型、モ

バイル型と、インテグラル製品して小型軽量に

集約されてきている。 

すなわち、モジュール製品は、音響製品やパ

ソコンに見るように、基本的には多様な組み合

わせとは裏腹に、特定のモデルに集約していく

傾向があり、さらにその収斂された特定モデル

においてインテグラル製品に展じ製品内部で機

能や空間の効率化・集約化が図られ小型軽量化

していく傾向がある。 

ちなみに自動車についても、1990 年代初頭、

エンジンをえらび、さらに車体他を数種類のモ

ジュールを組み合わせて注文ができる自動車が

あるメーカーから販売されたことがあった。し

かしながら、現実にはモジュールの組み合わせ

ごとに陸運の審査・認可が必要であった。その

ため、結局、予めメーカー側で審査・認可を経

た車種を生産し、他方で販売店で絞りこみなが

ら、推奨組合せに集約化する対応がなされた。 

６－３．自動車の再「インテグラル」回帰 

自動車の生産体制は、本来、エンジン仕様お

よび車体のデザインを頂点として、それぞれに

専用化された走行系のユニット部品群やキャビ

ンを統合化して設計され、ネジ一本にいたるま

での部品は専用仕様で設計・製造された多様な

「インテグラル」なモデルからなってきた。そ

こでは顧客の多様な個性は、多様なモデルの中

からの選択を通じて実現されてきた。 

しかしながら、利用者の自動車に対する需要

は、移動・運搬のための標準的な用具需要に収

斂し用途本位に、特に環境車向けの減税や購入
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補助金による車体価格の安さと同車の低燃費な

どの用途本位に、少数の車種も集約されるよう

になっている。 

確かにこうした市場の志向集約化について

は、詳細な市場調査に基づくデータが必要であ

るが、こうしたマーケットリサーチ資料は学術

論拠としては入手困難である。したがって資料

をつかった論証は困難だが、少なくとも、かつ

てのような自動車の「走り＝走行性」や「運動

性」といった、スポーツ感覚への利用者のこだ

わりから、総排気量、回転の滑らかさ・加速感

を決める気筒数、吸気バルブの数や開閉の機構

からのエンジンえらびをして、さらには車体の

空力特性までをして車えらびをするというユー

ザーは希少となっていると考えられる。むしろ、

まずは燃費をみて１L で何キロ走るか、ガソリ

ン消費量とガソリン代をかけ合わせて交通費換

算して自動車をえらぶ利用者が多いと考えられ

る。あとはメーカー・ブランドの安全性品質と、

最終的には購入価格を考えて車が選ばれている

のではないだろうか。 

こうした消費・利用者の嗜好にあっては、基

盤となるプラットフォームを選ぶとしても、パ

ワートレインやモジュール・ユニット部品、さ

らにはその組合せについてはメーカー任せとい

うことになる。そこでは、現在の自動車メーカ

ー・販売会社が、推奨的な組合せからなる自動

車の発注・購入を、顧客・利用者に代行して担

うカスタマー・エージェント事業を担うことに

なる。 

自動車製品は、家電とはことなり、人間が居

住可能な状況に環境を調整された条件のなかで、

その範囲内の自然環境ストレスのなかで使用さ

れる製品ではない。 

氷点下 20℃から灼熱化の 80℃、エンジンは

数百℃までの環境のなかでも動作しなければな

らない。また重力の約８倍の力およびそれが突

発的な衝撃（船舶や航空機の場合力を受けても

逃げられるが、路面の場合は重量を支えている

ので全量をうけなければならない。）であるため

に、船舶や航空機よりも厳しい動作環境にある。 

気象環境や使用環境によって、少なくとも地

理的な地域別に個別の推奨仕様の製品開発や部

品の改良がもとめられる。 

いずれにしても、その結果、メーカー推奨の

組合せがスタンダード化し、その組合せの内部

でモジュール連携的な効率化がはかられ、結局、

再インテグラル化が図られると予測される。 

なおトヨタ自動車の新戦略・ＴＮＧＡにおい

ても、2020年目標においても、この新戦略によ

るモジュール車の同社の全世界自動車生産に占

める割合は、５割弱とされている。すなわち、

モジュール化を経ずに従来のインテグラル・ア

ーキテクチャのまま、近接するパワートレイ

ン・プラットフォーム類型の車種を取り込んで

再インテグラル車種となるものも登場すること

が考えられる。 

ローカル中小加工企業の戦略としては、支配

的なプラットフォームに追随する戦略展開より

も、プラットフォーム別モデル類型横断的さら

には従来インテグラル車種・モジュール車種横

断的な、モジュール内ユニットを構成する共通

部品の加工製造に、従来事業の延長線上に加工

技術事業の発展にとりくんでいくことが経営戦

略上有用である。 

７．中小加工製造企業のグローカル「連携」戦

略の提起 

７－１．ローカル中小加工製造企業の連携戦略目標

事業の検討 

メキシコ第２工場について、環境対応および

新規グローバル戦略の先導工業として、地域中

小製造業企業の経営戦略としてビジネスチャン

ス・事業機会の開拓という視点から本研究では

検討した。すなわち、注目される新規工場投資

プロジェクト事例を介して、同工場投資に集中

的に表現される、上位の多国籍企業戦略の動向

（販売戦略・製造戦略・製品開発戦略）を分析

し、そこから逆に、分析された戦略動向から部
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品メーカーや部品加工事業への将来事業需要を

予測し、この需要の充足を課題とする中小加工

製造業企業の「連携」戦略像を描き出すことが、

本研究の目的であった。 

今回のメキシコ第２工場事例は、グローバル

製造生産技術戦略としては、環境対応工場技術

開発とアーキテクチャ革新という方向性をもっ

ていた。これに対してグローバル販売生産体制

戦略としては、北米向け・小型乗用車系パワー

トレイン・プラットフォーム系車種拠点の大規

模拠点整備という方向性をもっていた。 

７－２．トランスナショナル戦略の２つの課題 

今回のメキシコ第２工場投資という環境対

応工場戦略に集約されている経営課題は、ひと

つには環境規制対応というトランスナショナル

戦略展開上の各国別対応にともなう「規模の不

経済」問題の克服と、環境対応という品質課題

への対応にともなうコスト増分を相殺して余り

ある製造総原価の削減とである。 

第１に同新工場の投資は、トランスナショナ

ル経営管理におけるローカル政策規制とグロー

バルな「規模の経済性」という、本来矛盾する

要因の調和が必要となる。これに対して、グル

ープ内自動車部品メーカーの開発した環境対応

車製品技術・グローバル化した自社内標準技術

を工場の環境設備技術として展開し、かつ現地

政府の環境政策・規制という多様なナショナル

要因に対応する、トランスナショナル戦略が展

開されている。 

また第２に環境経営にともなう経営の「品質

向上」という課題と「コスト削減」という相殺

関係にある課題を同時解決することが必要であ

る。これに対しては、二酸化炭素の排出削減と

いうナショナルな要因への対応を、工場建設経

費に始まり、工場稼働時の電力消費削減や光熱

費削減に至る省エネルギーによる経費削減とし

ても活用することによって、ナショナル対応と

いう経営の「品質向上」と「コスト削減」との

同時実現を図っている。 

さらに「規模の不経済」と環境「品質向上」

といういずれもナショナル要因に起因する原価

の増分を、「グローバル規模」での「規模の経済

性」によって戦略的に克服仕様としている。す

なわち、製品構造設計（アーキテクチャ）をグ

ローバル規模でモジュール化し、自動車車種を

４つのパワートレイン・プラットフォーム別に

集約し、その車種揃え体制の基盤の上に部品の

共通化を展開し、グローバル規模での新たな「規

模の経済性」を確保する構造になっている 37。 

７－３．製品の集約化と直近のモジュール化 

グローバル戦略としては、北米地域市場およ

び東南アジア・南半球市場におけるピックアッ

プ車・大型車モデル市場（レクサスやハイラン

ダーのオフロード対応のできるパワートレイ

ン・車台をプラットフォームするモデル群）、日

本国内・中国国内・欧州地域およびその他諸国

における、小型乗用車２モデル（イントロダク

ションカーもしくは普及車とセミ・セダンの小

型車）と中型乗用車１モデルに、地域別の販売・

需要の簡便化に対応して、製品・モデルの集約

化が図られていた。 

大型モデルについては、米国生産分は米国市

場むけ供給、タイ・インドネシアの生産分はそ

れぞれの国内市場とともに南半球輸出を図る体

制となっていた。 

これに対して乗用車生産については、北米地

域、東南アジア・南半球地域、中国・豪亜地域、

欧州地域の地域別に国別に車種・モデルを分担

して域内で相互供給しくみとなっていた。 

なお品質保証については、日本の元町工場に

て一元的に品質保証人材育成を図り、４つの車

種・プラットフォームを超える、世界共通のプ

ラットフォームとなっていた。 

メキシコ第２工場については、大型商用車が

メインとする在米国主力拠点に対して、小型乗

                                                
37 実際の工場投資額に対して、TNGAによりどれ位の部品共

通化が図られ、その結果としてどのぐらいの部品調達経費

が節約できるのか、公開資料に基づいて試算する必要があ

る。 
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用車パワートレイン・プラットフォーム系の車

種の一大生産拠点、さらにＨＶ乗用車の生産を

にらんだ拠点となっていた。 

７－４．中小加工事業における真の「連携」課題 

グローバル戦略の方向性は、①環境対応車向

けに開発された製品技術の延長線上に展開され

る工場設備技術による、環境政策規制対応型の

トランスナショナル戦略、②自動車・地域単位

別の販売戦略とフル・ラインナップ組立製造戦

略、③この製品集約化の基盤の上に展開される

自動車「製品設計構造（アーキテクチャ）」の、

直近に発表されたモジュール化戦略、④将来に

予測される再「インテグラル（統合）」化戦略、

⑤さらに特定モジュール・ユニット部品との組

合せからなる新規のインテグラルな少数推奨モ

デルへの製品集約化戦略、であった。 

自動車製造業においては、一般に自動車メー

カーが、自動車市場のマーケティング、製品開

発や製造工場を企画する。次いで部品メーカー

が、個別のユニット・モジュール部品の開発・

製造を行い、部品の組立を行い、場合によって

は自動車の組立を担う。 

これに対して中小加工企業が、部品を構成す

る機能部材や部品の加工方法の開発や加工製造

事業を行い、場合によっては自動車部品の組立

を担う。 

グローバル戦略におけるアーキテクチャ・モ

ジュール化戦略おいては、自動車メーカー側が

排気量車格分類別にモデル横断的パワートレイ

ン・プラットフォームに開発していた。これに

対して、自動車部品メーカー側は、プラットフ

ォーム横断的にモジュール部品の共通化開発を

図る。 

これに対してローカル中小加工製造業企業

は、グローカル「連携」戦略を通じて、省エネ

ルギー工場設備むけ開発製品およびモジュー

ル・ユニット部品向けに将来再インテグラル化

されると予測される製品、工場環境設備もしく

は自動車を構成する「ユニット」に組み込まれ

る機能部品や部材の加工事業を展開することが

考えられる。特にプラットフォームやモジュー

ルを構成する機能部品の短期少量外注の工程の

受注にメリットをもつと考えられる。 

なお、今日のパソコンのノート型化にみられ

るような統合化が、利用者の製品需要に対する

集約化傾向から判断して自動車についても予測

される。さらには、既存のインテグラル車種に

よるモジュール化車種の取り込みも予測される。 

また、これまでのエンジンの燃費開発におけ

る電子制御部品の搭載や、ＨＶ車のメカニズム

に象徴的にしめされるように、自動車技術の実

質的なロードマップは、エンジン動力によって

動く自動車のエネルギー効率を軸に、それを向

上させるための電気制御部品や電気動力による

支援システム開発・装着の歩みである。 

またエンジンそのもののエネルギー効率を

向上させるのかという取り組みがなされてきた。

６割余りが熱エネルギーとして、また２割強ほ

どが摩擦等の物理エネルギーとして合計 8割強

ほどが消失する内燃エンジン・エネルギーを、

いかに電気エネルギーに変えて回収するのかが

課題となってきた。 

したがって従来までの延長線上に、引き続き

機械・内燃エンジンを支援する電気部品の加工

技術事業が、今後も中小加工事業が注目すべき

真の「連携」の課題となると考えらえる。 

ちなみに三度目の電気自動車ブーム後退で

も分かるように、例えば電気自動車による内燃

エンジン車の代替は起こっていない。新規の新

製品構造設計戦略にともなうモジュール部品に

組み込まれる部品加工に追随することよりも、

あらためて既存の売れ筋のインテグラルな自動

車モデル単位に継続してきた統合的なすり合わ

せ部品加工事業を引き続き進展させる戦略の方

が有利と考えられる。 
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